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ブイ スカ Jレ・ポリシーと完全雇用
一一アメリカにおける1946年雇用法の成立過程 (1)←ー

森岡孝

は じ め に

(173) 41 

フィスカノレ・ポリシーや完全雇用政策の理論的諸問題壱それ自体として詳し

く考察することはこの論文の目的ではない。われわれの課題は，アメリカにお

ける1946年雇用法成立過程の連邦政府，議会を中心とする論争をあとづけるこ

とによって，それらの理論の実践的適用過程の現実的傾向を歴史的に明らかに

することである。

この法律の原案となった1945年完全雇用法案は「自由競争企業の育成J，r就
業権の保証 lおよび「完全雇用」のための合衆国政府の責任と政策を規定する

ものであったが，これをめぐる議論は，事実上最初から失業防止のための連邦

政府の支出政策に集中された。法案は政府機関や労働組合からは強く支持古れ

たが，議会内の「保守派」や代表的経営者団体からは「赤字支出政策」として

はげしく攻撃された。最後に採択された1946年雇用法においては， r完全雇用」

を維持するための「連邦政府の投資・支出政策Jをはじめ原案の本質的性格に

かかわる多くの規定が削除されて，連邦政府のあらゆる政策手段の「調整，利

用」と「最大限の雇用，生産および購買力の増進」の強調にとってかわった。

この1946年雇用法にたいしては，従来一般に rケインズ・タイプの雇用政

策」であるという許価が与えられてし、る。すなわち，それはケインズ主義的位

フイスカル・ポリ V による雇用創出原理を完全雇用のための政府政策にまで

高めたものであれケイ γズ的な意味での「自由放任主義の終需」の政府によ

る宣言であるとされている。たとえば，ハンセ Yが雇用法を喝采して「完全雇

用のための政府計画のマグナカノレタ」というとき，同時に彼は「ケインズ的診

断とケインズ的政策をテ凡トした実験室!としてのアメリカを想い浮ベている
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のである九 また同様の評価は，法令の条文紹介の域を出ていないわが国での

併究にも，共通してみられるととろである九

しかし， 己のような評価は一面的である。ケインズ的アィソカノレ・ボリ V ー

の原理が国家の財政活動(とくに支出政策〉によって物的人的資源の完全雇用

を達成するという考えに基づいているとすれば，上述の簡単な経過からも明ら

かなように，雇用法がケイ Yズ主義を 元的に体現したものと考えることはで

雪ない。後に詳しくみるように，雇用扶の成立は原家をめぐる論争に現われた

ブルジョアジーの側の内部対立が.強まりつつあった労働者の庄力に共同して

抗するという形で，克服されたことを意味している。それは，もっぱら，政府

政策全体の調整，統合をつうじて国民経済を「規制」するととを企図したもの

であって，基本的にはケインズ主義によってではなし 「アメリカの土壌」と

戦争の経験とによって性格づけられているものといえる。

とれからの叙述をつうじて，われわれは第 2次世界大戦終結前後のアメリカ

におけるケインズ主義的完全雇用政策確立の試みを分析し，それが現実の政治

経済過程に取り入れられる場合に直面する矛盾およびその解決の現実的傾向を

明らかにするものである。その際とくに，本来恐慌・不況状態をその理論の前

提とするケインズ主義が戦時体制によってすでに生産設備と労働力の完全雇用

を達成してレる条件のもとで運動を開始したとき，し、かなる役割を担わされ，

またいかなる変容を被るかに注目することとする。われわれはこの研究が今日

の国家独占資本主義のもとでの「完全雇用」を掲げたさまざまな「経済計画」

や政府政策の理論と実際を批判す若うえで大きな意義をもつものと考えるυ

I 

「消費性向と投資誘因との相互関係を調整しようとする仕事に伴う政府諸機

。A.H Hansen， The American Economy， 1957， p. 40， p. 287，小原，伊藤訳『アメリカの経
帯，.9貰， 114頁。

2) 例えぼ，大河内一男他編，現代労働問題議運 1， r雇用と雇用政策J1966.所収，横溝雅夫
「国家の雇用政策J毒照。
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能の拡張は， 19世紀の政論家や現代のアメロカ金融家にとっては個人主義に対

す'"恐るべき侵害であるように見えるかもしれないが，私は，それとは反対に，

現存の経済的諸形式の全面的な崩壊を回避する唯一の実行可能な手段であると

ともに，個々人の創意を効果的に機能させる条件をなすものとして，それを擁

護したいoJ3) とれは1936年に公刊された『一般理論』におけzヶイソズの言葉

である U

ところで1945年完全雇用法案は，後にみるように，事実上「現存の経済的諸

形式の全面的崩壊を回避する唯一の実行可能な手段」を提供し I個々人の創

意壱効果的に機能させる条件」を創出するものとして提出された。そしてこの

法案にたいし強力に反対した「アメリカ金融家」たちの中心的論拠の 1つは，

法案が「政府諸機能の拡張」をもたらし， I個人主義に対する恐るべき侵害」を生

みだすということであった。ここには3たとえその背景は異っているとはし、え，

『一般理論』においてケイ γズが指摘した事態が文字どおり再現されている。

この関係からしても，われわれがアメリカの40年代前半にお付る完全雇用政策

壱めぐるはなぱなしい議論の核心的性格をより明確にするためには，それに直

接立入る前に，ケイ γズのフイスカノレ・ポリシ一理論の特徴とアメリカにおけ

るん ズベルトによるニュ ・ディ ノレ実施過程でのケインス主義の展開丹恵

義を簡単に明らかにしておく己とが必要である。

ケイ γ スもノレーズベノレトも， I現在の社会組織の枠内」での資本主義の「理

性的改革者J"たるプノレジョア改良主義者として， 同じように危機の30年代に

その思想を体系化させた。しかし，この資本主義の危機への改良中義的な対応、

の仕方は，両者にあっては，ほっ雪りとした遣いがある。ケインス:，;1:， 1933年か

ら1941年までの間に数回，イギリニえから手紙で，あるいはアメリカ壱訪れて，

ノレーズベノレトへの政策勧告を行っている九 彼はそこで生産制限による価格の

3) J. M. Keynes， The General Theo叩 01Emplo少ment，Inte予'est醐 dMoney， 1936. p 380，塩
野谷九十九訳『雇傭利子および貨幣の般理論Jl432頁。

4) J. M. Keynes， "An Open Letter"， A. E. A-， Readi吋 S，in Fiscal Policy， 1955， p.31 
5) アメリカ経済研究会編『ユューデ4 ルの経済政策J1965.第S部第1章「エュ デ4 ノレ経
商政策とケイソズ経済学」参照。
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引上げに反対し，個々の企業に椅争力をつけるような「改草」に重要な意義を

与えない立場か句，常に政府の財政活動に最大の比重をおいていた。彼はそれ

らの一連の勧告においても， 『一般理論」での議論と同様に，過剰生産， 大量

失業の原因を主要には， 必要な総需要にたし、する私的投資の不足にあると考え

てし、る。 そしてこれを解決する政策としては， 単に私的投資喜子刺激する方策だ

けでは十分でなく (応々それはかえって問題を深刻にする)， その不足分壱穴うめ

するように予定された政府支出が必要だと考えている。公債支出は私企業を攻

撃せず，総需要を保証し，総生産物壱実現し， 完全雇用を達成ずるものとされ

ている。 しかも，その場合問題!:なる財政の赤字は，それ自体と cて需要を創り

出し， 雇用壱増大させる機能をもたされており，それがたとえば公共事業に充

てられて生産的雇用壱生みだすかどうかは副次的意義しか与えられていなし、。

すなわち，この場合，現在の財政の赤字は将来の「剰数J的な生産と雇用の増

大にともなう税収の増加と失業手当の減少とによっで相殺されるのである。彼

が戦争経済の経験を無批判的にひきあいにだすめのもとうした考えによるもの

である。 I総需要の保証J，I完全雇用の達成Jとし、う課題号担わされた財政活

動こそがケインスのいう「フイスカノレ・ポリシー」なのである九

ケインズはこのような認識のもとにニュー・ディーノレにたいして論評や政策

提案を意欲的に行った oにもかかわらず，ルーズベルトの経済政策にたいするケ

インズの直接の影響は， コノレムペハロス')ハロッド問等が論じているように，

少くともニュー・ディーノレ期においてははっきりと見い出すととはできない。

もともと赤字財政にしても雇用問題解決の議論にしても， アメリカにおいても

6) J. M. Keynes， op. cit.， p. 34 

7) コノレムはゲインズのプイスカル・ポリシーを r1つの均衡要賓としての国家活動のー売飽J，
「経済尭展にお吋る 1つの均衡要素として財政を利潤する政策」と定義している。 G. Colm， 
“Fi:scal Policy"， in S. E. Harns (ed.)， The N，副島問。州 8，1947， p. 454 日本担行調空会

訳「新しし、経済学JII. 306頁。
8) lbid.， p. 451，邦訳前掲書， 302頁参照。
9) S. E. Harri，s， "Keynes' Inf1uence on Public Policy"， in S. E. Harris (ed.)， The New 

Economics， 1947， pp. 18-19，邦訳，前掲書.1， 26頁参照。
10) R. F 日arrod，The Life 0/ ]ohn Ma)回 rdKeynes， 1951. 塩野各九十九訳 rケインズ伝』

下. 500頁。
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他の資本主義諸国でも，ケインズ理論とのふれあいなしに，歴史的にも論理的

にも，資本主義の運動法則のとの段階での破壊的諸結果から不可避的にひきだ

されたものであった。ルーズベノレトの赤字支出は彼の「均衡予算の信条」にも

かかわらず，また「ケインズ主義を理解しなかった」にもかかわらず，それま

でのインソレ -yョン政策の必然の帰結としてもたらされたものであれ当時

の金融恐慌で破産に瀕していた独占資本の救済のために，また労働者，農民の

革命的行動を抑制するためによぎなく実行されたものであコた。そして赤字支

出が増大し，恒常化してくるにつれて一一1933年から40年までの間，連邦政府

の赤字は平均して総歳トHの41，9ぎに達している ケインズ主義ほとの事態を合

理化する便利な手段となったのである。

ところでユュー・ディーノレ政策は，ハリスが指摘しているように，多くの点

で矛盾に満ちていた。 I通貨膨張政策が通貨収縮政策と入り混ぎり，産出高引

上げ計画が産出高引下げ計画と混ざり合っていた。Jll)実際， ノレーズヘルトは

初期において財政的には節約と増税を呼びかけながら， NIRAのもとでの「最

低賃金制Jの規定が無意味となるほどのインフレーション政策を採用したので

ある。また NIRAは，政府支持によるアメリカ産業の完全なカルテノレ化をも

たらし，独占的資本家団体による生産制限を公認する一方，公共事業計画で雇

用創出を試みている。さらにケインズによって私企業を攻撃するものとして批

難されたような傾向もなかったわけではなし、。連邦政府はノレーズベノレトの時代

守つうじ Cしだし、にその権限と機能を払大し，労働組合の選挙のために工場に

立入ったり，公益事業や航空などの営利企業に統制を強めたに発電や配電に

よって民間企業に直接競争を持込んだりした。これらの側面はルーズベルトの

三品一・ディーノレ政策の基本的特徴点の 1っともいえるものである。しかし，

実際のと「ろ，国家的統制を企業活動のなかに持込むかにみえた政策は，ノレー

スベルトの言葉号かりれば， I民間企業に活力をあたえよう|と努めたもので

11) S. E. Harris， Jo加 Mり叫rdKeynes: Economist a叫 PolicyMaker， 1955， p. 193，塩野容
九十九訳『ケイソズ入門J269買参照。
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あり，失業者を救済し，労働運動を保護するかにみえた政策は， I常規を逸し

たラジカノレな」労働運動を封じこめる意義をもっていた明。

己うした過程がいかに矛盾に満ちたものにみえようとも，ーュー・ディーノレ

が産業，労働全般におよぶ各種の社会経済立法をつうじて国家の経済的力能を

高め，国家についての改良主義幻想を広めるのに大きな効果をもったことは疑

いをいれない。そしてそれは大恐慌の直接の責任者である独占の人民的統制の

方向とは逆仁，私的独占体がますます深〈同〈国家権力企結び合いながら，国

民経済のすべての領域におよび，さまぎまな形態の圏家独占の全能的支配が成

長してし、〈過程であったへそうであればこそ，ケインズ主義に反対した「ア

メリカ金融家」たちも， NIRAや AAAの違憲判決という特別の例外をのぞ

いては，ノレーズベノレトの経済改革に「事実上なにも手壱ふれなかった」刊ので

ある。

以上簡単に明らかにしたように，ケインズ主義がフィ月カノレ・ポリシ によ

って生産と雇用の高水準を回復させ，国民経済の一般的「均衡」を達成しよう

としたのにたいし，ノレースベルトのニュー・ディ ノレは，国家の経済活動の組

織性を個々の企業の競争力と独占的協定の強化とに結びつけて， 国民経済の

「均衡」壱達成しようとしたものといえる。しかし，との三つの資本主義改良

政策のニュアンスの相違はその思想的根底において互いに対立し合うような性

格のものではない。アメリカぞは1929年に始まる恐慌とともに，不況克服と失

業解決のためのさまざまな「改平」案や「計画J案が登場してきた。雑誌はそ

うしたプランを勧告する原稿で押しつxされそうであった町。 1946年雇用法の

成立史を著しているベイリーによれば， Iこのいっさいの暗中模索の知的およ

び道徳的騒動に共通しているものは，不況の理論的原因や治療法がなんであれ，

12) W. E. Leuchtenburg， Frankl叩 D.Roose山elland New Deal: 1932-1940， 1963， 陸弁三即

訳『ロズベルト.!l267-272頁。
13) 武山泰雄『アメリカ資本主義の構造.ll1958， 32貰参照。
14) W. Z. Foster， 0叫J叩 ePolihcat Hislo叩 o[lhe Ameriaz， 1951， アメリヵ政治史研究会訳

『アメリカ政治史概説』下， 664頁0

15) F. L. Allen， Since Yeslerday， 1940， p. 64審問。
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連邦政府こそがこの経済的崩壊について何らかの実質的なことを一一一実践的レ

ベルで一一行うに十分な力をもった唯 の制度であるといラ意識であったJ問

このような資本主義制度の生みだす諸矛盾壱現在の政府が解決する，あいるは

少〈ともそれ以外には解決を引受けるものはなし、，という国家についての社会

改良的幻想の醸成は，失業した労働者や知識人の聞に急速に浸透しつつあった

社会主義を圧倒するスピードで行なわれるととが必要であった。事実，人々の

意識のなかで国家はひかえめな「中立的調停者Jからノレーズベルト的な資本主

義の「実践的改革者」に急激に変化しつつあった。この時期に. iラ兎量全雇用J

のスロ カガ桐ンをカか、哨カか、げ，その実行者に固家を「社会の 般的利益の代表者J"臼7

としてたてまつつたケイ γズ主義がどのよな役害割1を果すようになヲていつたか

は論ずるまでもないであろう七。恐慌l仁土ともなう深刻な社会的経済的危機によつ

て育成され'ニュー・ディーノレによって 1つの制度にまで高められた新しいア

メリカのプノレジョ 7改良主義は，ケインズ主義の中に自己を補強する今 1つの

有力な思想的，政策的手段を見い出したのである。

ニュー・ディーノレのさまざまな政策は32年以降の深刻な不況を克服すること

はできなかった。 最高時に 1500万 (33年)を越えたといわれる失業者の数は

1939年になっても 800万を下らなかヮた。失業問題を解決したのは戦争であっ

た。それでもなおs 第 2次世界大戦lこアメリカが正式に参加した1941年の終り

においても失業者は 500万をかぞえ，失業者の大軍は戦争中の43年まで消滅し

なかったのである。

ケインズは1940年に『ニューレパブリック』によせた論文で30年代をつぎの

ように総括している。すなわち「資本主義的民主主義国においては，私の理論

を実証1るような大実験に必要なだ付の規模に支出を計画 Fるということは，

16) S. K Bai1ey， Cong間 55Makes a Laω Tke St07Y behind the E間 plo戸 叫 叫 Act of 1946， 

1950， p. 7 樟点は51用者。

17) ケイシズ理論のこのような思想的性格についてはドップの鋭い批判がある M.Dobh， FuU 
Emtt可制耐 andCapitalism， 1955 ， 都留重人他訳『経済現論正社会主義~ n所収. r完全雇

用と資本主義j審開。
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戦時でなし、かぎり政治的には不可能なことのように思われる。」叫 ここにいた

って，戦時経済の経験を意識的に平時の「完全雇用」のための政策に採用しよ

うとしたケインズの理論=政策はついに平時では実現することができず，彼自

らをして平時に最も好都合な条件が存在する場合でもなお「戦時でなし、かぎり

不可能である」といわしめたのである。

しかし，こうしたことはケインズ主義の思想的破綻を意味しなかヮた。ベイ

リーはこの点つぎのように述べている。 i連邦政策へのケインズ的思考の衝撃

は戦前には，たとえはっきりしてし、たとしても，わ Fかに目につ〈ほどであっ

た。だが戦争中に発展した戦後の経済言|画へのその影響はー一一巨大なものがあ

る。」町 第 Z次世界大戦のなかでこそケイ γ ズ主義は本格的な展開を示すので

あって，われわれの研究も，実際の戦争経験をくぐりぬけてケインズ主義がア

メリカにおいてどのように結実していくかを具体的に明らかにすることへと進

ま抱ばならないロ

E 

経済危機と雇用問題が戦争以前にはけっして現実的には解決されなかヮたこ

とから，戦争に突入してしばらくして戦時動員の解除や戦後復興が議論の日程

にのぼるとともに. i経済計画」や「完全雇用」についての議論が30年代とは

比べものにならないほど本格的に行われるようになった。たとえば，アメリカ

の国会図書館が作成した1943年から45年に書かれた「完全雇用」に関する出版

物の目録はぎっしり詰まった55冊の書物になった。また1944年に20世紀財団が

出した「合衆国における戦後計画」に関与した組織の一覧表はおの連邦行政機

関の名をあげている問。

それらの「計幽」議論に共通している目的意識は，戦時体制で実現された生

18) 1-M. Keynes，“The United States and Keynes Plan，". The New Republic， July 29. 

1940 (宮崎轟 『近代経済学の史的展開.!l1967， 152:頁より引用)。
19) S. K. Bailey，'op. cit.， p. 20 
20) lbia.， pp. 9-10 
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産設備と労働力の完全雇用壱平時転換後もし、かにして維持していくかというこ

とであった。それらは，かつてない規模の戦時財政と戦時動員一一戦争中の 5

年聞の連邦財政はニュー・ディ ノレ後半の 5年間に比較して歳出で 8倍，赤字

で13倍になっている町。また軍事用役に携わる労働者の数は1500万人， 総労働

力の 5分の 1以上に達した劃一ーのなかではじめて失業問題が「解決」された

という条件のもとで，戦後においてもひきつづき連邦政府の巨額の規模の財政

話動が行なわれなければ，アメリノJ経済は総需要の不足に悩まされ，再び深刻

な失業問題壱免かれないだろうという意識を大なり小なり反映していた。その

多〈はきわめて単純な仮定一一「完全雇用」のために必要な総需要左通常の予

想される投資・支出の総額との聞の「ギャップ」 ピ基づいていた。フイス

カノレ・ポリシーがとの「ギャップ」寺うめるための最も有力な道具として取上

げられたのそれまでもっぱら不況対策として取扱われたフイスカノレ・ポリシ

を「継続的完全雇用の保証政策」となるように改善し，連邦政府はその責任を

引受けることを明らかにし，そのために行政的立法手続きを確立すべきだとい

う考えが，これらの「計画」議論の主流をなしていた。このかぎりではそれら

はまぎれもなくケインズ主義であったのである。

戦争中に本格的に議論されるようになった完全雇用政策がどのようにケイ y

ズ主義を具現していたか壱明らかにするうえでつぎの 2つの提案は特徴的であ

る。 1つは1945年完全雇用法案の直接の先駆となったもので，全国農民組合の

委員長パットンの提案である。いま lつは国民計画協会が出した「戦後完全雇

用」のためのバ Yプレットの lつにみられる労働統計局のピーァソンの計画案

である。

戦争の最中， 1943年から44年にかけて，議会は戦時動員体制の「台理化J問

題と同時に動員解除，戦後復興をめぐる諸問題に直面していた。 r実業界は特

に戦争終結と過剰設備の払下げに関心をもっていた。労働者は過渡期の失業と

21) 向山崩『アメリカ経済の発麗構造J1966. 128-129亘書照。
22) Committee on Banking and Curre田 y，A帥例ngFull E:鈴中I叩m帥 t四 aF1'ee GQmt杉山包出

E日明omy.S. RepQrt No. 581 (79th Cong， 1st S(¥-83.， Scpt. 22， 1945)， p. 4 
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戦後の仕事に関心をもっていたJ29)O 討論の焦点の 1つは，戦時動員・復興計置

と失業防止計画を含む戦後の長期的経済安定計画とを統合した機関をつくるべ

きか否かに集中した。

1944年 4月パットンはキルジ三 7復興法案やその他上院で懸案中のいくつか

の復興法案に関して証言を求められた。キノレジョア法案は，新たな戦時動員復

興局を設置してすべての復興活動の最高責任を引受け，さらにそこに「計画局」

をもうけて戦後の「完全雇用および完全生産の告|岡」に責任をもたせることを

企図したものであった。パット Y はとの証言において，キノレジョア法案も上院

の軍事問題委員会の戦争契約小委員会で検討中の他の復興立法と同様r全〈不

充分なものであると指摘した。そして従来のおきまりの形式で戦後復興号取り

扱うのではなしより恒久的な観点カら問題に接近しなければならないこと，

またそうでなければ，合衆国は一時的な戦後ブームの後再び「絶望的」な不況

に陥り， I計りしれない人間と資源の損失」を被るであろうこと叫を強調した。

彼がその後に提案した(提案そのものの起草は同じ農民組合のラッセル スミスが

行った)キノレジョア法案への修正案こそ， 完全雇用法案の最初の出発点になっ

たものである心その提案は概略つぎのようなものであった。

「園内歳入租税合同委員会は適当な政府機関の援助を得て，国内での予想さ

れる総投資について年々研究し，かつどの程度まで予想投資が 400億ドノレ壱下

まわるかを決定するだろう。不足の数字が決定された場合両院の議長を通じて，

完全雇用を創り出すのに要求される 4口0億ドノレの総投資に達するために，私企

業や川や地方政府に振り向けられる公債の額にっし、て復興金融公庫kJ画告する。

それが完全雇用をもたらすのに十分な額だけ割り当てられず，また利用されな

かった場合は，議会は上述の目的を達するのに必要な貨幣量を公共事業やその

他の連邦計l南に支出することを承認するだろう。J25)

とのパットンの提案は，要するに r完全雇用のために必要な投資総額」と

2~) S K Bailey. op. cii.， p_ 29 

24) Ibid.， pp_ 22-23 
::!5) Ibid.， p. 24 
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「予想される投資総額」との問の「ギャップ」とし寸例の単純な仮定に立脚し

たものである。 1943年にケイ Yズは，毎月 4億トソレ，年48億ドノレの赤字支出が

行なわれればアメリカの景気は全面的に回復するだろうといったが汽 己の提

案もいわゆるギャップを赤字支出によって補完して年 400億ドノレの総投資が保

証されれば，アメリカ資本主義は完全雇用を実現して， もはや「経済生活を社

会化すべき理由は従来以上には存在しなし、」というのであるo この提案には政

府機関がいかにしてこの「ギャップj をE確に推計できるか，また敏速に除去

できるのかというごとについては，全く与えられていない。ぞれだけにかえっ

て，われわれはパットン案から，その後のさまざまに加工された計画案では見

過ごしがちなケインズ的フイスカノレ・ポりシーの本質的姿壱知ることができる

のである。

戦後の「完全雇用と完全生産」のための長期的な政府支出政策の確立壱企図

したパッ Tン提案は，結局制定された戦時動員復興法のなかにはとりいれられ

なかった。しかし，それは上院の軍事問題委員会のなかの戦争契約小委員会の

議長であった 7 ーレイにとりあげられ， Iより広いより政治的にうけいれられ

やすし、法案Jを準備するために「議論の土台正して用しリられた町。 その結果

が1945年完全雇用法案である。

1945年の 6月に国民計画協会は戦後の雇用政策に関する Zつの研究一一「完

全雇用のための国民予算J2H)，J 1"完全雇用のためのアイスカノレ・ポリシ _J29)__  

壱発表した。後者は直接には労働統計局のピーァソ γの手になるもので，報告

の最終部分の「要約と勧告」は完全雇用政策の提案として，上院議員のタ γ ネ

ノしの紹介で議会議事録に記載された。この報告はわれわれにし、主 1つの完全雇

26) 渡辺弘「ニューデ， -，レ経済政壊とケイソズ経済学J，アメリカ経済史研究会網『ユューディ
ールの経済政策.!I1965， 466頁。

27) S. K. Bailey，。ワbι~t_ ， pp. 44-4.5 

28) National Planning加 ociation，Nalional Budget for FuU Emtloy附叫.Planning Pam 
phlet， Nos. 43 and 44， 1945 

29) N. P. A.， Fiscal PoZiり 0/FuU FmpZoym叫 t，Planning Pamphlet， No. 45， 1945 これは
J. H. G. Pierson， Full EmpZoyment & Free Enterp附 e，1947，に“TheRQ!e of Fiscal Poli-

'y のタイトノレで収揮されている。
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用政策のためのケインズ的フイスカル・ポリシーの典型壱示してくれている。

「この報告は， γ ィλ カノレ・ポリ γーが完全雇用の確保のために本質的なも

のであるという理由を分析し， そして必要とされるフイスカノレ・ポリシーの種

類に関して 1つの結論を導き出しいる。

われわれの経済における所得の流れを支配する戦略的要因についての見解ほ F

向動的な諸力は，意識的な財政活動の助けなしには， 戦後再建の後の卜分な量

の有効需要をもたらすとは評価できない， ということを指示しているの一般的

には自動的均衡を可能にするためにι貯蓄は大きすぎる傾向をもち， 支出は小

さすぎる傾向をもつであろう。」

「継続的な完全雇用に要求される水準に総有効需要壱保つことによって，他

のあらゆる種類の私的および公共的諸政策の諸結果をうめあわせるととのでき

る補整的財政活動を実践的に準備するために，われわれは 2つの部分からなる

全面的保証機構を提案する。 1つの部分は国民所得の保証制度であろう。その

ために連邦政府は，私的資本形成の子想される額と政府のあらゆる水準での経

常的予算計画とを評価した後に，標準的労働時間で働いている標準的労働力が

生産することのできるすべての消費財と用役とを購売できるように算定された

水準に，総消費者支出を保証する責任をもったろう。 これは個々の消費者によ

る最大限の消費を創り出し， そしてその結果私企業に全体として市場の不足が

ないように保証し，完全雇用のために要求される仕事口を創り出す現実的機会

を提供するであろう。一一ーもう 1つの部分は，有益な公共事業や政府事業計画

の準備制度であろう U それらは国民所得の保証によって準備される好都合な条

件にもかかわらず十分な私的な仕事口が充たされないでし、る期間，通常の賃金

率での追加的な仕事ロ壱生みだすだろう o I細〉

この報告はひきつづいて， 「完全雇用壱維持することが国家政策である」こ

と壱連邦議会および大統領が宣言すべきだとする勧告をはじめ， 具体的政策を

提示した 6項目の勧告壱行なっている。

30) 1-H. G. Pierson， op叫， pp 132-1'34 傍点はヲ阿者。
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ιの「私的消費支出の保証計画」がよって立フている認識は，いく分理論的

に体系だっているとはし、え，本質的には前のパヅト γ案と変りはな1、。くりか

えされている問題は í総需要の確保」であ~， i私的投資の不足」である。

フイスカノレ・ポリシーがその穴うめのためにかつぎ出されているのである。そ

してわれわれはこの提案からも，さきと同様にその「実践的方向」での実現の

条件を知ることはできない。伺人消費，政府支出，私的投資は，社会的生産に

おける内的関連を不聞にしたまで，いずれも計測可能な総需要のー構成部分と

して前提されているのである。

しかし，この提案に何らの特徴がないというのではなし、。 i私的消費支出の

保証」を強調していることからも明らかなように，とれは，消費需要の増大に重

点壱おいている問。一般にケインズ主義が，資本主義は自動的には完全雇用を

達成できないというとき，その原因は過剰貯蓄か過小投資のいずれか，あるい

はその両者に求められる。前者の政策的帰結がいわゆる消費性向を高めるため

の消費需要のひきあげであり，後者は投資需要のひきあげに結びついているo

いうま Cもなく私的資本の利潤追求のための投資活動は資本主義的生産の原動

力といえるものである。そうだとすれば，消費需要の増大の方にカ点をおくピ

γ ソγの提案は，単に一般的に「ギャップ」壱問題と Lたパットンのそれと

比較して，よりいっそうの資本主義に丈干し、する危機意識を表明したものといえ

よう。それはつぎのような主張となってあらわれている。すなわち， iとの政

策は，おそかれ早かれ，より累進的な租税制度や社会保障制度の拡充，可能な

かぎりの高賃金，政府や法人の貯蓄の不必要な額の削減といった基木的な改善

の採用壱通じて，永久的な基礎のとに据えられねばならない。J2)

資不家には高度の累進課税と貯蓄の削減，労働者には完全雇用や社会保障や

31) ハンセソにピ 7 ソゾの提案にたいし 「私的資本支出の壷副の役割を充分に評価していなL、
私的情費を保証しようとする彼の提案は，一面においては不充分であり j 旭国においては極

めて監格であるから j 若しも真面目にそれを企図するなら l 信用を失うであろう」と批判してい
る。 A.H. Hansen， Economic Policy側 iFull E雨戸oy幅削， 1967. p. 198，小原敬士訳『経
済政策と完全雇用J22~-229買。

32) J. H. G. Pierson， op. cit.， p. 133 
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民大限の高賃金。とれは労働者階級にとって資本主義のもとで考えられる最良

の約束である。われわれはここにクインズ主義の最高度に発展した社会改良的

幻想性の典型をみることができる。またここには，ケインズ主義的フィ λ カノレ

・ポリシ を完全雇用政策に適用し，それを多少とも本気で実行しようとすれ

ば，必ず何らかの意味で資本の自由な活動と衝突せざるを得ないという関係が

明示されているといえる。との点は後の完全雇用法案をめぐる論争の性格をみ

る上で重要な意味壱もつものである。

以上，われわれは1945年完全雇用法案の議論の前提として zつの提案壱検討

してきた。それはフイスカル・ポリシ を取上げた群小の「計画」論の典型と

して，アメリカにおけるケイ γズ主義の第 2次世界大戦終結直前の到達点のー

側面をわれわれに示してくれた。ここでは，雇用問題解決の「万能薬」として

は「戦時でなし、かぎり不可能なととのように思われる」ケインズ主義が，まさ

に戦後の雇用問題解決の議論に大きな影響を与えたのである。しかし，完全雇

用法案の前史を語る場合には，さらにもう 1つの歴史的条件をつけ加える必要

がある。それは連邦政府自体の活動である。

E 

1943年10月，ノレーズベルト大統領は，国民資源計画局に作成させた Zつの報

告書を議会に送った。その 1つは 4万語からなる大部の報告で r保障，労働

および救済政策」と呼ばれ，いわゆる「新しい権利宣言」町なるものを含んで

いた。 44年 1月ノレーズベノレドは 3ヶ月前の報告と同じ趣旨の教書壱議会に送り

演説した。これは r経済的権利の宣言J34) と呼ばれるものであるが，そこで

は就業権をはじめとする一連の経済的権利だけでな〈政治的権利壱も含めて，

革命権以外のおよそ考えつくありとあらゆる権利について述べていた。ノレーズ

ベノレトは大統領4選運動のスローガンの重要な柱の 1っとして， r平和なアメ

33) S_ IC Baiky， op. cit.， pp. 26-27 

34) アメリカ学会訳編『原典アメリヵ史~ $11巻，'1968，45-50頁に全丈がある。
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リカ経済のなかで完全雇用と生産力の完全な発展を保障し，アメリカ人民の生

活水準をたえずたかめてし、くこと」時壱かかげた。数百万の労働者を戦場に送

り山し，しかもストライキ禁止や賃金凍結などの「耐乏生活」を強いているも

とで，労働者の支持を得るためには， I完全雇用の保証Iと「生活水準の向上」

を約束することが必要だったのである。 1945年完全雇用決案にもられた「就業

権」の規定が， このノレースベルトの思想に直接影響されていることは明らかで

ある。

ところで，これら大統領報告の多くを準備した国民資源計画局は， 1934年に

ノレーズベルトによって設置された公共事業庁の園民計画局から生れたものであ

る。この政府部局や民閣の国民計画協会等，戦前の重要な「計画j機関は，い

ずれもニュー・ディーノレ初期に組織されているo 国民資源計画局は， 1939年の

行政機構改革法によって新たにつくられた大統領の最高委員会(大統領府)に

移管されて，その中心的長期計画機関となった。そして， 43年 1月に「その予

言者的考えのために議会の活動によって殺される」町まで，社会保障や公共事

業等の多くの戦後フログラムを提案した。

1939年の行政改革は大統領の権限を大巾に強化し，大統領府のもとに多数の

専門スタッアをおいたのそれはニュー・ディーノレ期における連邦政府権力の集

中と肥大化の総括であれ 近づきつつある戦時体制の出発点を準備したもので

あコた町。この改革によって，三ュー・ディーノレ期にその機能を拡大し，連邦

政策遂行上のもっとも重要な機関の 1つとなった予算局は，財務省から大統領

府に移管された。予箪局はとの時期に，ハロルド・スミスの指導のもとに「予

35) R. u. Boyer and H， M. Morals， Labor's U:ηωtd Stoり， 1955，雪山慶正訳『アメリカ背働
運動の歴史Jln， 301頁。

36) s. K. Bajley， op. c~t" p. 27 

37) D. K.プライスは1939年の大統植府の創設を， r過去4分の l世紀における亜邦政J何の最も重
要な行政的出来事であった」と述べてし市。そして「この行政府ば j 大統官置は単に世府の政治的
儀式的な首長であるだけでなく，政府の全般的経営者としての彼の最高責住を果すべく職員をそ
なえるべきだと L、う埋論に基づいて設置された。 己の大統領府では大統領は 伎が各行政部
門の責任者たちヒ lつの統一的計画をつくるように指令し，彼らの間の不致を調整することの
できるスタッフと手続そ必姿とするJと指摘している。 E.G. Nourse， Ec叫 omzcs2n 幼ePUblic 

Sρvice . Administ地帥eAspects 01 Ihe Employmenl A叫 1953，p. 58参照。
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算編成過程をフイスカル・ポリシーや経済計画の策定というより広い関係で考

えはじめた」聞といわれる。同じ年，予算局のなかに「フィ旦カノレ・ポリシー

の諸問題を検討し， 大統領の財政計画の策定に専門的助言を与えるために J39)

財政部が設置された。財政部は間もなくジ望ーンズやヲノレムやスミ vーフぐらの

援助壱得て「国民予算」の研究にのり出したが， これはワイスカノレ・ポリ V ←

に必要な国民経済分析の技術と制度巷整備し上ろと意図したものであった。完

全雇用法案においても「国民予算」に関する規定が重要な位置を占めているが，

それはこの財政部の「国民予算」の研究に大きく影響されている。事実両方の

関係者の闘には法案の起草の過程で直接の協力関係がみられた。乙の点、でベイ

リ は， Iある意味では1945年完全雇用法案は予算局財政部によって開拓され

た活動にたいし， 立法的承認と励ましを与えるための努力であった」叫といっ

ているのである。

このような予算局やそのなかの財政部の活動は叫， 連邦政府のなかにおいて

も， 30年代の後半から戦時にかけて，予算およびそれにうらづけられたフィス

カノレ・ポリシ を国民経済を規制する有力な道具とみなす思想が急速に発展し

たことをはっきりと示してし、る。

アメリカにおける行財政制度の変化を取肢うことは，この研究での直接の課

題ではなし、。にもかかわらず，われわれがこれにふれたのは，完全雇用政策の

立法的確立の試みが単に恐慌から戦争にかけての支配的経済思想の変化からだ

けもたらされたものではないということをつけ加えておくためである。大恐慌

から第ヌ次世界大戦にかけての，とりわけ戦時体制のもとでの，連邦予算の巨

額の膨張，戦争遂行と階級独裁の道具Eしての国家の暴力装置の肥大化，それ

らにささえられた国民経済統制の国家独占的諸形態の発展等の事態についての

正確な理解なしには，経済思想そのものの変化をもEしくとらえるととはでき

ない。この点でパット Y案が戦時動員体制の機構改革・合理化をめぐる議会の

38)， 39)， 40) S. K. Bailey， Qt. at.， pp 24一語

41) こり時期的予算制度や行政楠構の改革についぐは亘理彰『アメリカの千算会計制度ー第1部予
算制度.!I1951，に詳しい紹介がある。
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討論から登場したことは特徴的である。そしてまた，この関係を無視するなら

ば，完全雇用政策の現実的発展傾向を明らかにする乙とはでき r，一般に経済

思想が現実の行財政制度にくみこまれる場合にこうむる重要な変容をみすごす

ことになるものといえる。

予算局長官ハロノレド・九ミスは完全雇用法案の公聴会でこの法案が実現不可

能な補整的フイスカノレ・ポリ γ ーの理論に基づし、てい:0!三する批判に答えるた

めに，戦時体制の連邦政府の予算操作に与えた影響をつぎのように総括してい

る。

「予算の編成は，ある意味では，すべての政府活動を 1つの首尾一貫した調

整された計画に統括する作業である。かかる政策の策定においては経済的諸条

件にたいする政府の関係は最高度に重要である。総予算は1921会計年度におい

ては約50億ドルであったが， 1945会計年度においては約1000億ドノレである。こ

れからの年々においてそれが 250億ドルを大きく上まわることは予想され得な

い。これほどの規模の支出とそれら壱賄う方法とはわれわれの経済に深刻な影

響力をもっている。予算は，何らかの特定の理論やイデオロギーのためではな

くて， もっぱら現在の連邦活動の規模のために，国民経済へのそのイ Yパグト

全体と結びつけて考察されなれればならない。J42)

まさしく，フィスカル・ポリシーの理論が政府活動の拡大を呼ぴ起したので

はなく，恐慌や戦争という独占資本主義の諸矛盾の集中的発現に規定された政

府活動の急激な拡大がフィプ、カル・ポリシ の理論を呼び起したのである。し

かちその政府活動が単なる経済活動ではなく，国家の権力的膨張と不可分のも

のである以上 I現代のフィスカノレ・ポリシーはそのような膨張した財政を前

提としてはじめて行われるが，その財政はフイスカル・ポリシーの理論の外で

働きつつあるj耐といわねばなちないの

ζ れまでみてきたように，ケインズ主義の実践的政策主張の出発点は I失

42) Committee on Banking and Currency， S. Repot No. 582， p. 61 傍点は奇問者。

43) 島恭彦『現代の国家と財政の理論J1960， 115頁。
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業防止J~ r完全雇用」のスローガンのもとに，戦時経済の経験を平時の高水

準の生産=雇用の実現に目的意識的に適用1ベ<，巨額の公債支出によって資

本の過剰に悩む独占体に豊富な金融的援助と確実な国庫発注を保証する己とに

あった。またアメリカのニ斗ー・ディール政策は，ケイ Y凡主義の影響し吐、ん

にかかわらず，はげしいインフレージョンと平均40%をこえる赤字財政のもと

で展開された。しかし， 30年代の過剰生産と失業問題の「解決」は最後には戦

争の諸力に頼らなければならなかった。ケイ γズ主義はとの過程にあって事実

上戦争体制の準備を合理化するイデオロギ としての役割若手果したといえる。

いまや，ケインズ主義は現実の戦時体制のもとで，そのむき出しの弁護論とし

てではなくて，平時における「定全雇用」の特効薬として，その改良主義的機

能を保持しつづけなければならないとすれば，新たな思想的再構成が要求され

るようになった。これと同様に，ノレーズベノレトのもとでの「階級協調Jも労働

者階級の不満と自覚の急速な高まりを前にしてそれを戦後においても維持して

いくためには新たな補強が必要になっていた。

1945年 1月， マーレイ他 7人の議員によって上院に提出された 「完全雇用

法」案こそ，こうした必要に答える性格をもった，それまでのさまざまな戦後

1計画」論議の集約であり z その到達点であった。しかしそれが，議会内外の

Z年近くにおよぶはげしい論争をへて iアメリカ金融家」たちの同意を得るま

でには，なお大巾な「修正」がなされねばならなかった。われわれがつぎにあ

とづける， 1946年雇用法へと結実していくこの論争の過程は，アメリカの議会

が世論操作に果す特別!の役割を別にしても，現代の政府政策を評価 Fるうえで

1つの興味ある材料を提供してくれている。それは雇用訟をケインズ主義的フ

イスカノレ・ポリシーを一元的に体現したものとする従来の一般的評価の誤りと，

完全雇用政策の現実的傾向壱われわれに明らかにして〈れるはずである。


